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重吉田望号謹官ン告書一的活動報告と指針重量

全国安全センターが19¥均年5月12日に設立されて

からまる辞時五晶しました。各々の地域に密着し

た活動を進めている地域安全償災職業病｝センP
ーの全国ネットワークとして、全国安全センターが

どのような機能を果たしていくのか(いけるのか)、

この聞の経験を踏まえて、昨年の第掴総会では下

記のようにまとめてみました。

すなわち、全国安全センター発足当初から果たし

てきた、①「安全センター情報」の発行を軸とした

情報の収集・提供、②全国安全センター自身で労働

安全衛生学校を開催したり、地域安全センターや労

働組合等が行う安全衛生トレーニングへの協力

援助等、制目談活動あるいは地域安全センター等の

相談活動への協力・援助等、に加えて、④アジアを

中心とした関係団体等との国際交君主が着実に発展

していること、及び、⑤森林労連に協力して行った

慢性期振動病における調査研究のような調査研究

.プロジェケト活動において、全国安全センターの

ネットワークが生かせること古鴇認され、さらに、

@過国安全センターとして労働省との窓口を開き、

法令改正・諸問題での行政等への働きかけ、政策提

言能力を強化することが確認されました。
1>抱咋度の特徴的な取り組みとしては、以下のよ

うなことがあげられます。

①前年度から取り組んだ「慢性期振動病における

調査研究」をまとめ、その成果を生かすべく森林

労連の治ゆ認定基準、実効ある社会復帰施策の確

立等をめざす取り組みに精力的に協力したこと。

②アスベスト規制の強化を盛り込んだ労働安全

衛生関係政省令の改正に当たって、石綿対策全国

連絡会議の一員として、連合とも連絡をとりつ

つ、中央労働基準審議会、労働省に対する働きか

けを行ったこと。

③東京高裁での判決確定に続き大阪高裁での勝

訴判決ー確定を受けて、労災保険における誠灸治

療制総重達の撤廃をめざして、関係各弁護団とと

もに労働省への申し入れ、その後の専門家会議で

の見直し検討に向けて積極的に資料の提供等を

行ったこと。

④ 199(奔1月 17日に発生した阪神・淡路大震災に

際して、関西労働者安全センター、尼崎労働者安

全衛生センター等とともに、いちはやく労災補償

問題、アスベスト対策をはじめとした復旧工事に

伴う安全衛生対策についてのキャンベーンを行

うとともに、コミュニティ・ユニオン全国ネット

ワークの実施した労働ヰ目談活動に協力するなど、

迅速な対応をとったこと。

⑤関係地域センターとの共催による労働安全衛

生学校在、第掴北海道、第咽大分、第7回東京

と掴実施したこと。

⑥ 「安全センター情報」で、「職場が変わるか」と

題して、製造物責任法但法)、新しい品質管理シ

ステム収3JOCOO) 、環境管理・監査システム

包む14 . 0 0 0 )という新しい動きをとりあげ、労働安

全衛生との関りについて問題提起を行ったこと。

減少傾向を続けてきた労働災害が増加する兆し

がみられ、合わせて、甲府信金や新幹線のぞみ号内

での殺人事件、阪神淡路大震災、地下鉄サリン事

件あるいは脳・心臓疾患錨労死｝労災認定基準の

改正等を通じて労災職業病問題に関する社会的関

心が高まっていますo また一方で、労働省において

も、労災保険法の改正に続いて、産業保健のあり方

に関する検討委員会報告を受けた労働安全衛生法

等の改E、快適職場指針の細則とも言える「職場に

おける鵬青予防対策指針Jr職場におけるエイズ問

題に関するガイドライン」等に続き「高血圧症、虚

血性ι滅患、脳血管疾患等作業関連疾患の予防のた

めの健康管理マニュアルJr頚肩腕障害予防対策指

針」等の作成、労災補償制度の運用等について「国

民の意識との希離が生じているもの、社会生活環境

の変化に対応しきれていないもの等」の「縞広い見

直し」などの方針が打ち出されています。

このような状況の中で、現場の実態に即しなが

ら、積極的な提言や働きかけを行っていくことが重

要になっています。全国安全センターでは、参加型

.自主対応型の労働安全衛生活動を提唱し、①個人

対策や補償対策から作業作業環境改善へ、②事業

主の安全衛生責任の徹底、③知る権利、参加する権

利等の労働者・住民の権利の確立、などのキーワー

ドを示してきました。儲々の問題に対する対応もさ

ることながら、そのような今後の労働安全衛生のあ

り方をどう構想していくか大いに議論し、職場・地

域で実践を積み重ねることが必要だと考えます。

1 行政等への働きかけの強化

当初計商していた労災保険法改正案の国会審議

に合わせた全国安全センターとしての労働省交渉

については実施できませんでした。これは、事務局

の準億不足によると同時に、前述のような振動障

害、アスベスト規制、録灸冶療制限問題、阪神・淡

路大震災対策等の個別課題に精力的に取り組んだ

ことにより、それらと別の機会を設定することがで

きなかったことにもよります。なお、これらの課題

については引き続き取り組んでいます。

一方で、各地での労働基準監督署、労働基準局と

の受渉が積み重ねられる中で、局・署段階では解決

できない問題古哩量起されたり、振動病フ'ロジェクト

の実務担当者作業部会では労災補償制度のあり方

についての検討を進めることも計画されています。

1鈎得度に実施できなかった労働省との窓口を開

くことー労働省交渉の設定を追及します。

また引き続き、アスベスト規制法制定をめざす

会、石綿対策全国連絡会議の一員としてアスベスト

規制法の制定をめざして取り組むとともに、阪神・

淡路大震災の地元での「被災地のアスベスト対策を

考えるネットワーク」などの取り組みに協力してい

きます。

2 参加型労働安全衛生活動の普及

北海道労働災害・職動育研究対策センターと共

催で四4iF7月15-1 7日に第5回北海道淀山渓)、大

分県勤労者安全衛生センター、熊本県労働安全衛生

センター、!日松尾鉱山被害者の会の3団体と8月27-

沼田に第咽大分。別府一九州の3団体では引き続い

て宮崎での開催を計画しています)、東京東部、三

多摩、神奈川の足労災職菊甫センターとU月19-E1日
に第7回東京申青海)と、 3か所て労働安全衛生学校を

開催しました。開催地域の実例を取り上げるやり方

が定着し、第7回東京でははじめて(自作の)チェッ

クリストを活用した職場巡視を実施することがで

きました。

「安全センター情報J 94I手7月号の「参加型安全衛

生講座のモデル・プログラム開発に向けて」や自治

体労働安全衛生研究会の「トレーニング開催の意義

と留意点、」傍安研ニユース 31号浮にこれまでの経

験がまとめられています。引き続きモデル・プログ

ラムの開発を進めるとともに、地域安全センターな

どでの同様の講座の開催に協力していきます。

また、職場改善事例擦やトレーニング用教材を写

真・スライド・ビデオ等て集積し、活用できるよう

にしていきたいと,思います。

3 謂査研究・プロジェクト活動
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議長

副議長

運営委員

事務局長

事務局次長

会計監査

熊本大学助教授、熊本県労働安全衛生センター副理事長)

信者働者住民医療機関連絡会議議長、医師)

(自治体労働安全衛生研究会副会長、元労働基準監督官)

倣団法人北海道労働災害・職業病研究対策センター事務局長)

尉団法人高知県労働安全衛生センター専務理事)

棋士団法人大分県勤労者安全衛生センタ一事務局長)

(三多摩労災職業病センター事務局長、弁護士)

紅団法人神奈川労災職業病センター専務理事)

凌媛県労働災害職業病対策会議事務局長)

(自治体労働安全衛生研究会事務局次長)

L尼崎労働者安全衛生センタ一事務局長)

痔従)

側西労働者安全センタ一事務局長)

信長京東部労災職業病センタ一事務局長)

俵京東部労災職業病センタ一代表)

E三多摩労災職業病センタ一事務局)

特別顧問 五

顧問鈴

規 僚議院議員)

夫 6王国立公衆衛生院院長)

労災相談マニュアルについては今年度も作成で

きませんでした。

全国一斉の棺談活動の実施について、検討してい

きたいと思います。

7 組織・財政の整備

瑚間事務局に勤務していただいた矢尾伸哉さん

が朗容末で退職し、事務局長一人専従体制に戻っ

ています。そのため、事務局会議の確実な開催と国

際関係の建て直しが急務となっています。また、運

営委員会、編集関係については、会議として開催で

きていません。

1鉛拝度は、総会のほかに拡大運営委員会ないし

活動交流集会を秋に開催したいと思います。

1鈎得度の新規入会者は15人団体13口にとどま

り、年度末の会員の状況は、地域センター会員2掴

体lお口、賛助会員200.人団体522口、購読会員43人

I団体81口、となっていますo

E悼の総会で指摘した専従Z人体制を支える財政

を1鉛年度も確立できなかったため、厳しい収支報

告になっています。現状は一人専従体制になってい

るわけですが、活動量の増加に見合った組織体制を

確立するための財政基盤整備が必要です。

時錨童手曜霊舘轟体制轟

振動病プロジェケトについては、「慢性期振動病

における調査研究」を19倒年7月にまとめた後も

1錦ぷ手10月第4@)(熊本)、 1筏お年1月第5国保京)と

プロジェクト会議を聞き、その後のフォローアップ

を行ってきました。また、医学的な検討を行う医師

作業部会と労災補償制度のあり方についての検討

を進める実務者作業部会を設けました。

じん肺プロジェクトについては、 1鈎4手11月第5

回(松山)、 1鈎E年4月第6図。黄浜)と開催しました。

後者では、アスベスト規制法制定をめざす会主催の

「アスベスト被害と規制を考える4立重量会」で来日

されたアメリカ・マウントサイナイ医科大学の鈴

木康之亮教授をお招きして、記念講演をしていただ

きました。今後、じん蹄プロジェクトとしても、共

同研究や成果のアウトプットを考えていきたいと

思います。

4 アジア等のN G Oとの交涜促進

関係団体と協力して、ま旧人以上のc &中毒患者
を出した韓国の滋進レーヨンの工場プラントの中

国輸出問題で韓国での取り組みに呼応して在日中

国大使館に申し入れ(1鉛4lf.7.月)、インドのボパー

ル事件旅資本のユニオン・カーバイド (UC) イン

ド杜の農薬工場から漏洩したM I Cガスにより数10

万人が被災)～明年に当たり現地からの代表を迎え

て受流し、 lぴ問記録の日本語版の作成、インド大

掛官及び uc日本社への申し入れ、タイ北部工業団

地内の日系企業等で相い次いだ突然死問題で関係

日系企業への申し入れなどに取り組み、その後もフ

ォローを続けています。

また、 1箆泌手5月に台湾で開催されたアジア移住

労働者フォーラムに関係者が参加した機会に、台湾

の敬仁労工安全衛主服務中心、香港のヱ業傷亡権益

会等の関係団体を訪問し、その活動を「安全センタ

←情報」で紹介したほか、韓国の過労死刑目談センタ

ー結成1周年( H泡4lf.1 2月)に当たってメVセージを

送りました。

191お年7月には、 191お年10.月の第l回ソウルに続

き、第掴労働と健康に関する日韓共同セミナーを

東京で開催することを計画しています。

英文ニューズレター W四誼~ Emironm.n arrl

R抽皿師団皿sは、 No. 6(加n田町四4) 、No. 7
(W 主回目掛か、 N0 . 8 ( :陸直唱団5)の3号を発行

しましたが、車断売して発行し、また、海外からの情

報・機関紙等を整理・翻訳する体制を確立するこ

とが急誘です。

5 安全センター情報の充実

「安全センター情報」については定期発行を維持

し、前述の「職場カ声変わるか」シリーズー¢製造物

責任匹獄(1羽生年10月号)、②新しい品質管理 (11

月号)、③環境管理・監査システム (12月号)のほか、

「参加型講座モデル・プログラムJ(7.月号) 、 「ヘル

ス・プロモーシ豆ンJ(8.月号)、「慢性期振動病の実

像に迫るJ(9月号)、「災害補償の官民格差 J(l' 2月

号)、と問題提起・提言型の特集古ま充実したこと、

タイムリーな「阪神大震災」の特集(3.月号)などが

好評でした。増刊号として発行した「職場における

腕高予防対策指針」については、労働組合の学習・

討議用教材として活用されています。

6 相談活動と労災相談マニュアル

各地減センタ やコミュニティユニオン、外国人

労働者支援団体など労働相談活動を行っている団

体・個人から日常的に労災職業病問題に関する相

談が寄せられるようになっています。

阪神・淡路大震災に際しては、「兵庫県南部地震

と労災保隣合付Q&AJ を作成した関西労働者安全

センターの労災相談やコミュニティ・ユニオン全

国ネットワークの実施した労働相談などに協力し

ました。
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1994年麗眼吏決算寵
(1994年4月1日から1995年3月31日まで)

1) 収入田部

決算額
前年度 増減 予算額 増減

勘定科目 決算額

地域センター会費 1.565.000 1.065.000 500.000 2;000.000 ム435.000

賛助会員会費 5.753.500 3.695.000 2.058.500 7.500.00日 ム1.746.500

購読会員会費 698.000 615.000 83.000 1.000.000 ム302.000

寄付金収入 1.427.600 2.382.000 6954 ,400 1. 500 ,000 ム72 ,400

安全学校書加費等 3,601 ,324 982 ,040 2.619.284 1,500 ,000 2,10 1. 324

資料等頒布収入 520.090 335 ,490 184 ,600 500 ,000 20 ,090

雑収入 1,024 ,871 2,530 ,280 ム1. 505 ,409 1,500 ,000 ム475 ,129

前期繰越金 ム539 ,049 1,866 ,311 ム2,405 ,360 6539.049

合計 14.051 ,336 13.471.121 580 ,215 14 ,960.951 ム909 ,615

2 )主出由部

勘定科目 決算額 前年度
決算額

増減 予算額 増減

人件費 5,358 ,679 5,295.961 62 ,718 6,000 ,000 6641,321

事務局長 (3 ,101 ,788) (2 ,872 ,704) ( 229 ,084)

アルバイト (2 ,256,891) (2 ,423 ,257) (6166 ,366)

活動費 1,142 ,246 1,514 ,810 63 72,564 1.500 ,000 ム357 ,754

安全学校運嘗費 3,433 ,060 982 ,040 2,45 1. 020 1. 500 ,000 1. 933 ,060

機関紙等印刷費 2,601 .539 3,174 ,442 ム572 ,903 3,000 ,000 6398 ,461

機関紙印鵬費 (2 ,097 ,557) (2 ,608 ,609) (ム 51 1. 052)

その他印岡費 ( 503 ,982) ( 565 ,833) (ム61. 851)

通信運搬費 1. 122 ,149 952 ,253 169 ,896 1,000 ,000 122 ,149

電話 FAX代 ( 334.725) ( 190.648) ( 144 ,077)

郵送料等 ( 787 ,424) ( 761 ,605) 25 ,819)

什器備品費 42 ,311 459 ,939 ム417 ,628 300 ,00日 ム257.689

図書資料費 239 ,125 450 ,964 ム211 ,839 400 ,000 6160 ,875

消耗品質 173 ,687 352 ,552 ム178 ,865 400 ,000 ム226 ,313

会議費 日 507 ,687 ム507 ,687 400 ,000 ム4∞, 0∞

頒布用資料費 216 ,755 32 ,270 184 ,485 200 ,000 16 ,755

雑費

予備費

280 ,435。 287 ,252。 ム6,817。 200 ,000

60 ,951

80 ,435

ム60 ,951

計 14 ,609 ,986 14 ,010 ,170 599 ,816 14 ,960 ,951 ム350 ,965

繰越金 ム558 ,650 6539 ,049 ム19 ,601

合計 14 ,05 1 .336 13 ,471 ,121 580 ,215

貸借対照表(1995年3月 31日現在)

1) 責産の部

2)負債及び正時財産自部

勘定科目 金 額 前年度末現在金額
現金 69 ,806 11 ,836
預金

普通預金(東京労働金庫田町支底) 142 ,252 34 ,142
普通預金(東京労働金庫閏町支庖) 30 ,146 30 ,087
郵便握替(東京貯金事務センター) 99.146 49 ,186

資産合計 34 1. 350 125 ,251

勘定科目 金額 前年度末現在金額
借入金

未払金

900 ,000。 300 ,000

364.300

負債合計 900 ,000 664.300
次期繰越金 6558 ,650 ム539 ,049

正味財産合計 ム558.650 ム539.049
負債及び正味財産合計 34 1,350 125 ,251
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雨時議案 字国

1995年j割翼翼予算寵
(1995年4月1日から 1996年3月31日まで)

1) 収入田部
前年度

勘定科目 予算額 決算額

地域センター会費 1,500 ,000 1,565 ,000

賛助会員会費 6,500 ,000 5,753 ,500

購読会員会費 1,000 ,000 698 ,000

寄付金収入 ,1 500,000 1,427 ,600

安全学校参加費等 ,1 000,000 3,60,1 324

資料等頒布収入 500 ,000 520 ,090

雑収入 1,000 ,000 ,1 024,871

前期繰越金 ム558 ,650 ム 539 ,049

ムロ 計 12,44,1 350 14,05,1 336

増減
前年度
予算額

増減

ム 65 ,000 2,000 ,000 ム 500 ,000

746 ,500 7,500 ,000 ム1,000 ,000。

302 ,000 ,1 000,000

72 ,400 ,1 500,000

Li2, 60, 1324 ,1 500,000 Li 500 ,000。
ム 20 ,090 500 ,000

Li 24 ,871 1,500 ,000 ム 500 ,000

ム 19 ,601 ム 539 ,049 ム 19 ,601

ム1,609 ,986 14 ,960 ,951 ム2,519 ,601

l)支出の部

勘定科目 予算額
前年度
決算額

増減 前年度
予算額

増 減

人件費 3,500 ,00日 5,358 ,679 ム1, 858 ,679 6,000 ,000 ム2,5∞, 0∞

活動費 1,500 ,000 1,142 ,246 357 ,754 ,1 500,000

安全学校運営費 1,000 ,000 3,433 ,060 ム2,433 ,060 1,500 ,000 ム 500 ,000

機関紙等印刷費 3,000 ,000 2,60,1 539 398 ,461 3,000 ,000

通信運搬費 ,1 300,000 ,1 122,149 177 ,851 1,000 ,000 300 ,000

什器備品質 500 ,000 42 ,311 457 ,689 300 ,000 200 ,000

図書資料費 300 ,000 239 ,125 60 ,875 400 ,000 Lil∞, 000

消耗晶費 200 ,000 173 ,687。 26 ,313 400 ,000 ム2∞, 000

会議費 200 ,000 200 ,000 400 ,000 Li200,∞ o

頒布用資料費 200 ,000 216 ,755 Li 16 ,755 200 ,000 日

雑費 200 ,000 280 ,435。 ム 80 ,435 200 ,000

予備費 541 ,350 541 ,350 60 ,951 480 ,399

合計 12,44,1 350 14 ,609 ,986 ム2,168 ,636 14 ,960 ,951 Li2,519 ,601

鱒軍事霊望書量輔聾聖書事くご著書親調
明書唱年→ 1君臨年

1 労働災害の発生状況

わが国の労働災害の発生件数は、労働省統計によ

ると、 H政洋代をピークに減少傾向を続けてきた。

しかし、死亡災害については、 1寝泊年代に入って

からは2以刃人台で動揺を繰り返している。最近で

は、 1箆昨の2,5白人から、 1鈎l年2,岨人、 1由主年

2,354人、 1明年2,245人舗去最少)と減少を続けた

ものの、 1［砕咋は2,3) 1人と、 4年ぶりに増加した(表

1) 。これは、前年比で 11.2%(49人)の増加である。

業種別にみる邑、前年比て最も増加率の高かった

林業の23.9%増4⑤83人、 16人増、 O数字は業種別

の死亡者数の順位)を筆頭に、交通運輸事業1 4 . 6 %

増⑮4 7人、 6人増)、陸上貨物運送事業3 . 9 %増( ④

292人、 11人増)、その他の事業1 1 2 %増( ②必8人、

4 9人増)となっている。その他の事業では、金融・

広告が缶.7% 増 (25入、 1 0人増)と最も増加率が高

く、次いで接箸・娯楽が2 2 2 %増(お人、 6人増) 、

商業が5.0%増 (201人、 1 0人増)となっている。建設

業(①四人、 1 1人減)と製造業(③岨人、 5人減)は

ともに12%減、港湾荷役業は6 . 3 %減⑬1 5人、 1人

減)、鉱業は2 5 . 0 %減⑪2 7人、日人減)となっている。

都道府県別では、 ～t講道が最多となり 166人、つい

で東京と大阪の 135人、さらに愛知の 117人の順。前

年と比べ増加が目立つのが、福岡の 23.人増、北海道

の21人増、千葉と新潟の14 .人増、福島の12人増、長

野の 1 0人増などである。

19似年 11月の時点ですでに前年同期比で国人、

3. 5 %の死亡者数の増加をみていたため、労働省で

は、とくに死亡災害が著しく増加した労働基準局

批海道、福島、千葉、新潟、石川、山梨、滋賀、

京都、岡山、山口、徳島、熊本の国藍府県涛に対

して労働災害T防止対策の強化を強く指示していた

PjZ成昨11月 25日付け基発第 6 7 9号)。ここでは、死

亡災害の増加の理由について「猛暑の影響等によ

り、建設業における感電災害や日射病、墜と貨物運

送事業における交通労働災害、林業の伐採中の災害

などが増加するなど」によるとしている。

以土の分析に、 1鈎長手1月 1 7日の阪神・淡路大震

災による死亡災害等が加わることになる (3月 16日

現在の大震災に伴う遺族締償時古付の請求件数は

制牛。内支給決定吋問。大震災に伴う労働災害につ

いては、「天災弛変に際して、当観控災労働者の業

務の性質や内容、作業条件や作業環境あるいは事業

場施設の状況などからみて災害に被りやすい事情」

または「通勤途上に災害に被りやすい特段の事情J

があったものとして、労災認定されてきている。個

々の災害の経験から、震災時等における労働災害防

止対策の教訓を導き出す努力が求められていると

言えよう。

1［沼呼の死亡災害2,301人を災害の型別にみる

と、最も多いのが「突通事故」によるもので 27.0%

で、死亡災害の約議日を占めるに至っている。その

内訳を業種別でみると陸上貨物運送事業、建設業、

製造業の順に多い。次いで死亡災害の型で多いの

が、「墜落・転落J2 6. 1%、「挟まれ・巻き込まれJ

1 2 A %、「崩壊・倒壊J7 . 1 % 、「激突されJ6. 1 %、

「飛来・落下J5B%、「その他J15 .5 %。先の平成

B年11月 2 5日付け基発第四号通達では、製造業での

動力機械による挟まれ、巻き込まれ災害を防止する

ため、「安全措置の徹底を図ること。特に、保守・
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